
■基本情報■ 

＜担当事務＞ 

(1) 市有建築物(教育機関に係る施設を含む。)の新設･ 

改良等工事の計画・設計・施行に関すること。 

(2) 市有建築物の定期点検の調整に関すること。 

(3) 市有建築物の環境整備に関すること。 

(4) 公共施設等の整備に係る PFI 事業に関すること。 

(5) 新病院整備事業のうち、建設に係る進行管理及び 

総合調整に関すること。 

 

 

市民の共有財産である公共施設としての品格

性、快適性、機能性、安全・信頼性及び利用者

満足度の向上に向けた効果的かつ効率的な建設、

並びに維持保全を推進することを基本に、平成

２５年度は、投資的事業である新病院・新消防

本部庁舎等の公共施設の整備を計画どおりに進

めるとともに、市有建築物の長寿命化を図るた

めの計画的保全と公共施設の耐震性を確保する

耐震化工事を計画に沿って着実に進めます。 

 

 

◆市有建築物の計画的な保全 

市有建築物を適正に維持保全するため、「市有

建築物保全計画」に基づき、財政負担の平準化

を図りつつ、計画的に改修・更新工事を進めま

す。 

【平成 25 年度工事実施予定】 

○小中学校以外の施設・・・43 施設 

○小中学校・・・24 施設 

 

 

 

 

 

◆市有建築物の耐震化 

公共施設の安全に対する信頼性の向上に向け、 

「市有建築物耐震化実施計画」に基づき、幼稚

園や保育所など市民利用施設の耐震化を進めま

す。 

【平成 25 年度実施予定】 

○耐震診断を実施する施設・・・５施設 

○耐震設計を実施する施設・・・６施設 

 ○耐震改修を実施する施設・・・９施設 

 

◆新病院整備事業 

 二次救急機能や災害時の対応機能を有する

「市立ひらかた病院」の整備工事を、平成 26

年秋の開院に向け円滑に施行推進します。 

 

◆新消防本部庁舎整備事業 

デジタル化消防救急無線や最新の消防情報シ

ステムを備えた新消防本部庁舎を、平成２７年

度供用開始に向け整備工事に着手します。 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備室 

新病院建設課 

＜平成 25年度＞ 

公共施設部の運営方針 

＜部の職員数＞H25 年４月 1 日現在 

正職員 60 名 

再任用職員 7 名 

任期付職員 1 名 

非常勤職員 - 名 

合計 68 名 

 

■ 基本方針 ■ 

Ⅰ  重点施策・事業 

公共施設と 

市有建築物との使い分け？ 



 

＜行政改革実施プラン（前期）の改革課題＞ 
 

改革課題 取り組み内容・目標 

14．市域全体の建

築物の耐震性向上

(市有建築物の耐

震性向上) 

平成 27 年度末までに耐

震化率を 90％以上にす

る。 

20．市有建築物の

計画的な保全 

財政負担の平準化を図り

ながら計画的に改修・更新

工事を進める。 

33．技能労務職員

等の配置基準の見

直し 

市有施設の環境整備業務

については、関係部署との

連携など効率的なあり方

について検討する。 

 

＜業務改善運動のテーマ・目標＞ 
 

テーマ 取り組み内容・目標 

市有建築物の計画

的保全に係る効率

的実施手法の構築 

効率的・効果的な執行を図

るため、先進事例の調査・

研究を進める。 

公共工事の品質確

保 

設計図書で定める品質及

び性能を施工の各段階で

確認し、品質の確保及び向

上を図る。 

 

 

◆公共施設の整備にあたっては、現行の国庫補

助制度はもとより、国等の動向を注視し新た

に創設される補助制度の積極的な活用に努め

ます。 

 

◆公共施設の設計時には、品質を下げずにコス

トを下げる、あるいはコストを上げずに品質

を向上させる設計ＶＥの視点で取り組み、効

果的な予算執行に努めます。 

 

◆公共施設としての品格性、快適性、機能性、

安全・信頼性及び市民の利用者満足度の向上

など、施設整備に係る費用対効果の向上に努

めます。 

◆省エネルギー化など施設のライフサイクルコ

ストを考慮した施設整備に努めます。 

 

◆部内全職員が部の運営方針に掲げた取り組み

目標や課題を共有し、達成に向けて一丸とな

って取り組みます。 

 

◆学校園の改修工事が集中する夏休み期間中な

ど、工事繁忙期には、部内組織を柔軟かつ横

断的に組織し、部内全職員が一丸となって取

り組みます。 

 

◆職場内におけるきめ細かな OJT の実施によ

り、業務遂行上必要となる専門知識や技術等

の向上と育成に努めます。 

 

◆国土交通省所管の国土交通大学校や（財）全

国建設研修センター等の研修を積極的に活用

し、公共施設の品質向上や業務を効率的かつ

的確に実施する業務生産性の向上に加え、新

しい行政ニーズにも的確に対応できる人材の

育成に努めます。 

 

 

◆市有建築物の耐震化状況の公表 

耐震診断の結果及び耐震補強工事の実施

状況をホームページ上で公表します。 

 

◆工事施工状況等の情報発信 

多くの市民が利用される施設など、関心度

の高い施設の施工状況等をホームページや広

報を通じてお知らせします。 

Ⅲ  予算編成・執行 

Ⅳ  組織運営・人材育成 

Ⅴ  広報・情報発信 

Ⅱ  行政改革・業務改善 




